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防災対策の見直しを初めとした総合的な学校安全対策の充実を求める意見書に

ついて 

 

防災対策の見直しを初めとした総合的な学校安全対策の充実を求める意見書を次の

とおり提出する。 
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防災対策の見直しを初めとした総合的な学校安全対策の充実を求める意見書 

「南海トラフ巨大地震の被害想定（第二次報告）」（2013年）では、東海地方が大き

く被災した場合、三重県内の避難者数は、地震発生翌日で約35万人から約56万人に上り、

一カ月後においても約10万人から約20万人が避難所生活を続けることになると推計さ

れている。 

東日本大震災、熊本地震では、多くの学校が避難所となった。地域の避難所として、

耐震・耐火性などの安全対策、避難者の生活を支えるトイレや発電設備、飲料水の確保

等が求められている中で、「体育館の照明や内壁の落下等により、避難所として使用す

るには危険」、「トイレまでの動線に段差や階段があり、車椅子使用者等への対応が困

難であった」などの課題が報告されている。 

三重県では、学校構造部材の耐震化が着実に進められ、小学校・中学校の一部を残す

のみとなった。 

一方、非構造部材の耐震化について、文部科学省は、国公立学校施設の屋内運動場等

の天井等の落下防止対策については、2015年度までの速やかな完了を目指して取り組む

よう、各教育委員会等に要請した。その結果、松阪市内の小中学校においては、全ての

屋内運動場等の天井等の落下防止対策がなされた。 

しかし、三重県教育委員会の調査では、公立小中学校と県立学校のうち、書架・備品

等の転倒落下防止対策が「全てできている」のは42.5％（前年度比2.1％増）など、少



しずつ対策が進んでいるものの、子供たちの安全・安心の確保を迅速に進めるために、

国としての財政措置が求められる。 

また、松阪市内の公立学校47校が避難所指定を受け、被災時、大勢の避難者が学校に

避難してくることが想定される。一定期間生活することとなる学校において、健康に留

意した生活を送るためにも、空調設備は現代の生活に欠かせないものであるが、現在、

松阪市内で普通教室に空調設備のある学校は2.1％、体育館に空調設備のある学校はな

い。避難所としての学校の施設・設備の充実が求められるとともに、どのような初期対

応が必要か、教職員が避難所運営にどうかかわるか等の議論も必要である。 

学校、家庭、地域が連携した、巨大地震等の災害を想定した防災対策の見直しや充実

が急務である。 

よって国においては、巨大地震等の災害を想定した防災対策の充実を進めることを強

く要望する。 

 

以上、地方自治法第 99条の規定により意見書を提出する。 

 

平成 28年 10月 20日 

 

                 三重県松阪市議会議長  西 村  友 志 


